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第９章	 考察

当機構では、第Ⅰ期から第Ⅲ期にかけてのプロジェクト研究において、ハローワークの職

業相談・紹介におけるコミュニケーションを、より効果的かつ効率的に進めるための研修プ

ログラムの開発を進めてきた。その中心となる考え方は、職員が自らの職業相談・紹介プロ

セスの意識化により、求職者との＜ことば＞のやりとりにおいて自身の応答をどのように変

えれば良くなるかを検討できるようになり、その実践を通して、相談業務が改善できるとい

うものであった。この仮説を検証するため、アクションリサーチの手法を採用し、労働大学

校との連携のもと研修研究を進めた。

本報告書では、この 14 年間に亘るプロジェクト研究の経緯を整理し、第Ⅲ期の後半から

取り組んできた問題解決アプローチを取りいれた新事例研究の有用性を検証した。その結果、

新旧の事例研究のともに研修効果が確認された。また、両研修プログラムのプロセスを通し

て、職業相談・紹介の意識化が働いている可能性が支持された。さらに、旧事例研究よりも

新事例研究の方で研修効果の大きいことが確認された。

本章では、これらの結果を踏まえ、次の二点について検討する。

第１に、第Ⅰ期から第Ⅲ期に亘るプロジェクト研究をふり返り、その課題を明らかにした

上で、第Ⅳ期のプロジェクト研究との関係について検討する。

第２に、ハローワークにおける職業相談・紹介のさらなる質の向上の観点から、新事例研

究の課題を検討する。

第１節　プロジェクト研究の課題

プロジェクト研究は、職業相談・紹介の改善を目的として、そのモデルを探求する研究と、

職業相談・紹介プロセスの意識化の研究に大別される。前者は「１　研究の対象と方法論」

で、後者は「２　職業相談・紹介プロセスの意識化の背景にある理論一＜話す主体＞の研究

へ」で、それぞれ課題を検討する。そして、両者に共通する「３　研修研究の課題」を検討

する。

１　研究の対象と方法論

第Ⅲ期前半まではカウンセリングの一般的な相談技法を扱ってきたが、第Ⅲ期後半以降は

より職業相談・紹介に特有の相談技法へと変化する傾向にあった。第Ⅳ期以降は、問題解決

や求職活動の支援など、求職者の意識や行動により強く焦点を当てた研修プログラムの研究

開発へと展開する予定にある。

こういった経緯をふり返ると、対象とする相談技法が相談業務全般に関わるカウンセリン
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グ技法から、より職業相談・紹介に特化した求職活動支援へと明確になり、研修プログラム

の対象とする参加者も職員から求職者へと、その重心を移す方向性にある。

第Ⅳ期の研究の課題として検討すべき点は二つある。第１に、相談技法の背景にある職業

相談・紹介モデルの再考である。来談者中心カウンセリングの理論は相談業務の基本的な態

度を説明する際に効果的であり、実際に現場でも普及している考え方である。職業指導Ⅰに

おいても、相談業務の基本の習得を目的とした科目として、その考え方は組み込まれている。

しかし、この理論はカウンセリング全般を対象としたものであり、職業相談・紹介業務に特

有の相談技法を説明するものではない。

キャリア・ガイダンスの理論のうち、特に現場で普及しているキャリア・ガイダンスの６

分野（図表２-３-３参照）は、課題解決支援サービスにおいて、求職者の問題解決を支援す

る際、どのような視点があるかを示すものである。しかし、キャリア・ガイダンスの６分野

が求職活動の本質的な問題に答えるものではないと考えられる。

求職活動の本質的な問題は、キャリアアップなどの自発的であり積極的な理由による転職

活動を除けば、本来はやりたくてやる活動ではないという、求職活動に取り組む動機づけの

問題を伴うことが考えられる。たとえば、求職活動は書類選考や面接試験の不調など、動機

づけの阻害要因となる挫折はつきものである。その上、いくら努力をしても、希望する仕事

に就職できるかどうかは、その時の雇用情勢や応募のタイミングなど求職者にはどうにもな

らない要因に左右されるところがある。しかし、就職をしようと思うならば、求職活動を続

けなければ、その機会は訪れない。

求職者の抱える問題の本質は、求職活動を続けることが難しい状況に置かれているにも関

わらず、就職するための動機づけを維持しなければならないことにあると考えられる

（Wanberg & Kammeyer-Mueller, 2008；Kanfer & Heggestad, 1997）。さらに、失業が深

刻な社会問題である欧米では、求職活動を続けるという活動の量だけでなく、その質的な側

面にも注意が向けられるようになってきた（Van Hooft, Wanberg & Van Hoye, 2013）。求

職活動の量だけでなく、その質の維持も重要と考えるのである。

求職活動の本質的な問題は、その活動の動機づけの維持にあり、キャリアガイダンスの６

分野は求職活動の質に関わると言えよう。こういった問題の設定に応える動機づけ理論とし

て、最近では自己制御理論（self-regulation theory）が主流であり、今後、職業相談・紹介

モデルに取り入れていく必要があるだろう（榧野，2016）。
第２に方法論の開発である。これまでは研究者は、研修プログラムの参加者である職員か

ら得た感想等を通してフィードバックを受けることにより、研修プログラムを改善していく

方法論を採用した。この場合、研究者は職員を通して求職者の反応に関する情報を間接的に

受けることから、職員の視野の範囲で研修プログラムの開発が行われていると言えよう。し

かし、より効果的な研修プログラムの開発を進めるには、研究者がより直接的に求職者の意

識や行動を研究し、その知見を利用して、求職活動支援の技法を開発する方法論も確立する
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必要がある。

２　職業相談・紹介プロセスの意識化の背景にある理論―＜話す主体＞の研究へ

第Ⅰ期から第Ⅲ期の前半にかけ、職業相談プロセスの意識化の背景にある理論は社会構成

主義であった。第Ⅲ期の後半から、認知科学に基づく言語研究の分野である認知言語学へと

展開した。この展開により、第Ⅳ期以降、職業相談プロセスの意識化の研究はどのように変

わるのだろうか。

認知言語学では＜話す主体＞としての話者に注目する（池上，2012）。発話に先立ち、話

者は事態把握（constual）と呼ばれる、主体的な認知活動を行うとされ、この認知活動につ

いては、次の二つのコンセンサスがあるとされている（池上，2009：64-65）。
第１に、話者は自ら言語化したいと思う事態について、そこに含まれるあらゆるモノ／コ

トを言語化しようとするものではない。言語化されるモノ／コトとは、発話の場面において、

話者自身にとってどの程度、関与性があるかということであり、この基準は高度に自己中心

的であり、主体的な性格の認知的な営みである。

第２に、言語化するモノ／コトをいかに提示するかという観点から、更なる認知的な処理

が必要になる。同じ事態であっても、たとえば、どこに視座を据えて捉えるのか（「ココカ

ラ上り坂」と「ココカラ下り坂」）、どの部分を前景化し、どの部分を背景化するのか（「親

ガ子ヲ抱く」と「子ガ親二抱カレル」）など、同じ事態であっても認知的に違った事態把握

の仕方が可能であり、この場合も問題の発話の場面で話者が自らの発話の意図に最も適うと

主体的に評価する選択肢が採られることになる。

カウンセリング技法の研究でも、カウンセラーは、カウンセリングの流れやクライエント

の様子などの状況の判断に応じて、カウンセリング技法を適確に選択すべきであると説明さ

れている（たとえば、アイビイ，1995：150-151）。そのプロセスを、カウンセラーの主体

的な認知活動であると認めつつも、その＜こころ＞の働きを明らかにする方法論を持ち得て

いない。このため、＜話す主体＞としてカウンセラーを捉えることができない。その結果、

クライエントの認知や行動が変容するプロセスのモデルがまずあり、カウンセラーはその変

容のプロセスに応じて、定型的な相談技法、つまり特定の＜ことば＞の＜すがた＞を選択す

ることが推奨される。

最近、注目を浴びているキャリア構築カウンセリングは、その基本となる理論が社会構成

主義（Savickas, 2005：42）であり、事態把握という認知活動よりも、社会規範としての 
＜ことば＞の性格を重視する。カウンセラーとクライエントの双方の認知活動を前提とせず、

両者の関係性のなかでやりとりされる＜ことば＞が意識や行動を左右すると考える46。この

46 個人の認知活動を前提としないが、＜ことば＞が意識や行為という認知を左右するとは、どういう現象なのだ
ろうか。論理的に矛盾していると考えられる。
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ため、彼らを＜話す主体＞と位置づけていない。

認知言語学では、カウンセラーとクライエントはどちらも＜話す主体＞であり、双方で認

知活動を働かせた対話を通して、クライエントの認知や行動の変容を生むと考える。

この認知言語学を職業相談・紹介の研究に応用すると、定型的な＜ことば＞の＜すがた＞

のみならず、その選択の背景にある職員の主体的な事態把握にも焦点を当てることになる。

認知言語学では、＜ことば＞は事態把握の段階から関わっているとされ、この段階を

‘thinking for speaking’（話すための思考）と特徴づける（Slobin, 1987：435）。対話を中

心とする職業相談・紹介は、この認知言語学の考え方が特に当てはまり、職員と求職者のと

もに、＜こころ＞の働きである事態把握が、続く＜ことば＞を発する発話の段階の制約を受

けることが考えられる。このことは、発話として表に現れた＜ことば＞の＜すがた＞を手が

かりとして、その背景にある事態把握である＜こころ＞の働き、つまり認知活動を捉えるこ

とが可能であることを意味する。

伝統的な研修技法である逐語記録の検討では、文字に起こされた求職者の発した＜ことば＞

から、求職者の＜こころ＞の働きを読み取ろうとする。これも上述した‘thinking for 
speaking’の考え方が当てはまる。＜ことば＞の＜すがた＞と＜こころ＞の働きとのつな

がりから、この読み取り方には一定の規則があると考えられ、認知言語学は逐語記録の解釈

に関わる法則性やノウハウを提供する可能性があると考えられる。

同様に職員の発した＜ことば＞の＜すがた＞からも、＜こころ＞の働きが読み取れるはず

である。これまでの逐語記録の検討では、この点が見落とされてきた。それは職員の＜ここ

ろ＞の働きよりも、カウンセリングの理論に基づく特定の＜ことば＞の＜すがた＞が望まし

い応答として考えられてきたからである。

筆者の経験では、こういった＜ことば＞の＜すがた＞が相談業務で定型通り活用される機

会は少ない。特にベテラン職員ほど、求職者と向き合い、彼らの求職活動上の問題を解決す

るためにはどうすればよいかと＜こころ＞を働かせ、相談の流れや状況に応じて、臨機応変

に＜ことば＞の＜すがた＞を選択し発話する。もし、そうであるならば、職員が＜こころ＞

を働かせている認知活動こそが、職業相談・紹介の研究の中心にならなければならない。そ

の意味では、技法（techniques）研究というより認知活動を含めた技能（skills）研究とい

う用語が適切であり、＜ことば＞の＜すがた＞と＜こころ＞の働きとの関係に焦点を当てる

認知言語学は、職業相談・紹介業務における技能研究の基盤を提供するものと考えられる。

３　研修研究の課題

キャリア支援部門では、第Ⅰ期のプロジェクト研究から現在に至るまで継続して、研修研

究の枠組のもと、当機構の研修部門である労働大学校と連携し、職員と求職者の間のコミュ

ニケーションをより効果的かつ効率的に進めるための研修プログラムの開発を進めてきた。

研修研究の方法論としては、研究、訓練、実践が三位一体となって進めるアクションリ
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サーチを採用した。実際の研修研究におけるアクションリサーチは、人工知能研究における

構成論的なアプローチ（松尾，2015）と同様、「つくることによって理解する」（44）とい

う性格が強い。つまり、研修プログラムを開発し実施することにより、職業相談・紹介の本

質を理解するのである。

具体的に説明すると、研究者はできる限り労働大学校やハローワークの職員と接触するよ

うにし、彼らがどのような職業相談・紹介の改善に関わる研修プログラムを欲しているのか

を理解する必要がある。これが研修プログラム開発の基本となる。そして研修プログラムの

開発に役に立ちそうな
4 4 4 4 4 4 4

理論を選択し、研修プログラムの開発の仮の柱とする。これをもとに、

職業相談・紹介プロセスに効果的であると考えられる研修プログラムを開発し、それを積極

的に運用する。研修プログラムを運用しながら、職員の反応を見たり、アンケート調査によ

る効果測定を繰り返し、まずは、より有用な研修プログラムになるように、研修プログラム

の運用上の改善を絶え間なく続ける。このプロセスのなかで、運用上の改善ではすまなくな

り、研修プログラムの開発の柱となる理論を変えることもありうる。

筆者の経験では、研究者はこういった研修プログラムの開発と運用を繰り返し、効果的か

つ効率的な職業相談・紹介プロセスとはどのようなものかを、まずは感覚的に理解すること

を優先させた方がよいと考えている。この感覚的な理解により、さらに効果的な研修プログ

ラムの開発が可能となるからである。これは、職業相談・紹介を分析的に解明し、そこで得

られた知見をもとに研修プログラムを開発する分析的なアプローチとは異なる。

研修研究のメリットは、研究者が研修を繰り返し体験するうちに、職業相談・紹介プロセ

スを感覚的に理解できるようになることである。また、アンケート調査のみならず、その結

果に表れない研修の効果までも実感できるようになることである。これらは、研究者が現場

で職業相談・紹介に従事し、経験的に職業相談・紹介プロセスを理解するよりも効率的であ

り、かつ様々な職員から職業相談・紹介の経験を教えてもらう機会があることから、偏りの

ない感覚が理解できるようになる。

しかし、ここに研修研究の落とし穴がある。研究者が職員の感覚を理解できるようになる

ことにより、実験的手続に基づく研修プログラムの効果の検証や、想定している職業相談・

紹介プロセスの実証を怠ってしまうのである。たとえば、研修プログラムの効果を厳密に確

認するには、実際の職業相談・紹介において、研修を体験した職員からなる実験群と、体験

していない職員からなる統制群との比較から、その効果を検証する研究が求められる。

研究者は、研修研究の成果をより汎用性のある知識へと昇華させるため、心理学の手法に

則って効果を検証したり、その効果の因果関係を明らかにするため、客観的に職業相談・紹

介プロセスを分析する地道な努力も求められると言えよう。
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第２節　新事例研究の効果と課題

新事例研究の効果の検証および旧事例研究との効果を比較するため、１日目と２日目の事

例研究の終了後、研修生である職員を対象にアンケート調査を実施した。アンケート調査で

は、新旧の事例研究の研修プログラムの効果として、１日目と２日目の両日、「研修への満

足感」と「有用な情報・ノウハウの取得」について、「とてもあてはまる」から「まったく

あてはまらない」までの７段階で評価を求めた。その他、学習の効果として、新事例研究で

は１日目に「問題把握の理解」を、そして２日目に「方策・対処の理解」を、旧事例研究で

は両日ともに「逐語記録検討の理解」を、それぞれ７段階で評価を求めた。その結果につい

て考察する。

１　新旧の事例研究の効果

新旧の事例研究の効果を確認するため、「ややあてはまる」から「とてもあてはまる」ま

でを加算した肯定的評価の割合を見ると、１日目は新旧の事例研究のともに、いずれも９割

以上を占めた（図表９-２-１参照）。２日目は新事例研究と旧事例研究で若干の違いが見られ、

新事例研究はいずれも９割台半ばであり、旧事例研究はいずれも９割前後とやや低くなった

（図表９-２-２参照）。これらの結果から、職員は新旧の事例研究の両方に満足し、問題解決

アプローチや逐語記録の検討について知識面で理解を深め、職業相談・紹介業務に有用な情

図表９-２-１ 新旧事例研究の効果（１日目）
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報・ノウハウを得ることができたと言えよう。

さらに、新事例研究の肯定的評価の内訳を見ると、「とてもあてはまる」の割合が、「研修

への満足感」（１日目：19.3％、２日目：22.8％）や「有用な情報・ノウハウの取得」（１日

目：14.0％、２日目：24.6％）で１割台半ばから２割台半ばであるのと比較して、１日目の

「問題把握の理解」（7.0％）と２日目の「方策・対処の理解」（12.3％）で１割前後と低く、

問題解決アプローチの理解に課題のあることが指摘できる。

図表９-２-３ 新事例研究の効果（１日目）
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図表９-２-２ 新旧事例研究の効果（２日目）
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２　新旧事例研究の有用性の比較

上述したアンケート調査における研修プログラムの評価について、「まったくあてはまら

ない」から「とてもあてはまる」までに１点から７点を付与し、評価得点を算出し、その差

異を統計的に検定した。その結果、新旧の事例研究の間で、１日目の研修効果に有意差は認

められなかった（いずれもp＞.05）。しかし、２日目になると「研修への満足感」（p＜.01）
と「有用な情報・ノウハウの取得」（p＜.05）で有意差が認められ、新事例研究の方で旧事

例研究よりも評価得点が高かった。

新事例研究の研修の効果、特にその実用性がより高く評価された背景には、職業相談・紹

介モデルとして、あっせんサービスにつながるキャリア・ストーリー・アプローチから、求

職者のより多様なニーズに応えることを目的とした課題解決サービスにつながる問題解決ア

プローチに転換したことが考えられる。

ただし、新事例研究は、旧事例研究と比較し、受講する職員の職業相談・紹介の業務経験

が少なく、より若い世代が中心となっている。これらのことも今後考慮に入れて、新事例研

究の効果について、更なる検証を進めて行く必要があるだろう。

３　職業相談・紹介プロセスの意識化

新事例研究と旧事例研究ともに、事前課題である逐語記録で作成した職業相談・紹介の

「相談直後」に、スケーリングでのその相談の評価を求めた。また両事例研究の２日目のメ

ニューである応答分析ではキャリトークを使い、職員が自身の応答を中心に職業相談・紹介

での求職者とのやりとりを細かく分析し、その直後である「応答分析後」にスケーリングで

の相談の評価を求めた。スケーリングは、一番良い時の職業相談・紹介を 10 点とし、最悪

の時のそれを１点とする 10 段階の評価である。

新旧の事例研究のともに、「相談直後」と「応答分析後」の評価得点の間で有意差が認め

られた（いずれもp＜.01）。職員は「相談直後」から「応答分析後」にかけ、自身の職業相

談・紹介に対する評価得点を下げた。両期間の間、職員が自身の担当した職業相談・紹介を

図表９-２-４ 新事例研究の効果（２日目）
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詳細に検討する機会はないと考えられる。このことから、事例研究におけるキャリトークを

活用した逐語記録の分析、つまり応答分析により自身の職業相談・紹介プロセスの意識化が

進み、評価得点を下げるきっかけになったのではないかと考えられる。

職業相談・紹介 TIPs の実践活動の報告からは、職員の意識化の範囲が、求職者の変化、

職員自身の変化、そして職業相談・紹介全体の変化へと広がる仮説が提出されている。職業

相談・紹介プロセスの意識化にも範囲や深さが考えられ、今後は、こういった仮説の検証も

検討すべき課題であろう。

４　新事例研究の課題

新事例研究の課題として、「１　新旧事例研究の効果」で説明したように、問題解決アプ

ローチについて、職員が理解を深めることにあると指摘した。問題解決アプローチの理解の

難しさとして、筆者が研修を担当した経験からすると、「問題の把握」と「CC 視点と CL
視点のすり合わせ」にあると考えられる。それぞれ分けて説明する。

（1）問題の把握

問題の把握の難しさは、職員が CL 視点と CC 視点に分けて、問題を把握することにある

と考えられる。なぜならば、人の認知機能として、二つの視点を同時に働かすことに無理が

あるからである（Watanabe et.al., 2014）。このため、問題解決支援 TIPs の「P01：求職者

の感情表現に注意を向ける」の解説では、一般的に私たちは無意識のうちに自身の視点から

他者を見ている（＝ CC 視点から問題を見ている）ことから、求職者の発言のうち感情表現

に注意を向けることにより、CC 視点から離れ CL 視点へと切り替えることができるという、

現場で実践しやすい提案をしている。職業指導Ⅱの研修コースのなかに、こういった TIPs
を意識したロールプレイングを多く組み込みことにより、問題の把握に対する理解を深め、

さらに技能として習得できるようになるだろう。

（2）CC 視点と CL 視点のすり合わせの問題の把握

CC 視点と CL 視点の問題の把握をどのようにすり合せるのかというノウハウを示す必要

がある。國分（1979）や木村（2016）は、その基本となる考えやノウハウを示している。

しかし、実際の職業相談・紹介業務において、どのようにすり合わせを進めるのかは、はっ

きりとしたノウハウは示されていないのが現状である。職員が提出した職業相談・紹介の逐

語記録を活用し、今後、すり合せのノウハウに関しても研究を進め、現場で実践しやすい

TIPs の開発につなげて行く必要があるだろう。
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